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1．会社の概況 

 

① 商号、許可年月日等 

商号又は名称 Plus500JP証券株式会社 

所在地 東京都港区東新橋一丁目 5番 2号 汐留シティセンター33階 

代表者名 代表取締役社長 越智 一真 

許可年月日 令和 7年 6月 2日 

加入協会名 日本商品先物取引協会 

日本証券業協会 

一般社団法人金融先物取引業協会 

日本投資者保護基金 

 

   会社の沿革 

年   月 沿    革 

平成 17年 3 月 

平成 18年 7 月 

平成 18年 10月 

平成 23年 6 月 

平成 25年 2 月 

平成 25年 3 月 

 

平成 26年 1 月 

平成 27年 7 月 

令和 4 年 10 月 

令和 5 年 9 月 

令和 7 年 2 月 

プライベートエクイティ証券株式会社として設立 

証券取引法に基づく証券業登録（平成 18年（2006年）7月 5日） 

証券業務営業開始 

王子証券株式会社に商号変更 

GKFX証券株式会社に商号変更 

取引システム、メタトレーダー4（MT4）を使用した外国為替証拠

金取引（FX）を提供開始 

同取引システムにて株価指数・株価指数先物 CFDを提供開始 

ＥＺインベスト証券株式会社に商号変更 

Plus500JP証券株式会社に商号変更 

Plus500の FX取引システムを導入、サービス提供開始 

証券 CFD取引提供開始 

令和 7 年 5 月 MT4取引サービスの提供終了 

令和 7 年 6 月 

令和 7 年 7 月 

商品先物取引業許可 

商品 CFD取引提供開始 
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② 事業の内容 

（１）経営の組織（令和 7年（2025年）12月 31日現在） 

 

  

 

 （２）事業の内容 

（a）商品先物取引業 

イ. 国内商品市場取引に係る業務 

     該当事項はありません。 

ロ. 外国商品市場取引に係る業務 

     該当事項はありません。 

ハ. 店頭商品デリバティブ取引に係る業務 

当社は商品先物取引法第 190 条第 1 項に基づき、経済産業大臣及び農林水産大臣から

商品先物取引業の許可を得た商品先物取引業者であり、差金決済取引に基づき店頭商

品デリバティブ取引の受託業務を行っております。令和 7 年 12 月 31 日現在、当社で

取引できる商品は次の通りです。金、銀、銅、プラチナ、パラジウム、アルミニウム、

WTI 原油、無鉛ガソリン、ヒーティングオイル、天然ガス、北海ブレンド原油、軽油、

大豆、大豆ミール、大豆油、コーン、小麦、オーツ麦、砂糖、アラビカコーヒー、ロ

ボスタコーヒー、ココア、生牛、素畜牛、豚赤身肉、綿花、材木、シカゴコメ 

ニ. 国内商品市場における取引を行う業務 

     該当事項はありません。 

 

（b）兼業業務 

 第一種金融商品取引業 
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③ 営業所、事務所の状況 

(令和 7 年 12月 31日現在) 

名称 所在地 

本店 東京都港区東新橋一丁目 5番 2号 汐留シティセンター33階 

 

④ 財務の概要 

決算年月 令和 7年 12月期 

(a) 資本金 95,000千円 

(b) 営業収益 273,807千円 

(c) 受取手数料 - 千円 

(d) トレーディング損益 13,607千円 

(e) 経常利益 1,920千円 

(f) 当期純利益 970千円 

(g) 自己資本規制比率 482.5％ 

 

⑤ 発行済株式総数 

発行済株式総数(令和 7年 12月 31日)               368,195株 

(注)当社の株式は非上場です。 

 

⑥ 上位 10位までの株主の氏名等 

(令和 7年 12月 31日) 

名称 保有株式数 割合 

1． Plus500 Ltd. 368,176株 100.00％ 

2． Plus500JP証券株式会社（自己株式） 19株 0.00％ 

計 2 名 368,195株 100.00％ 

 

⑦ 役員の状況 

(令和 7年 12月 31日) 

役職名 氏名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 越智 一真 有 常勤 

代表取締役 大森 恒郎 有 常勤 

取締役 デビッド・ズルヤ 無 非常勤 

取締役 エラド・イーブン・ 

チェン 

無 非常勤 

監査役 ゴー・チョ・トン 無 非常勤 
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⑧ 役員及び使用人の状況 

 (令和 7年 12月 31日) 

 
役員 

 
使用人 合計 

うち非常勤 

 総 数 5名 3名 8名 13名 

(うち外務員数) - - (4名) (4名) 

 

2．営業の状況 

① 営業の経過及び成果 

（１） 受取手数料部門 

（a） 国内商品市場取引 

 該当事項はありません。 

（b） 外国商品市場取引 

 該当事項はありません。 

（c） 店頭商品デリバティブ取引 

 0円 

（２） トレーディング部門 

(a)  国内商品市場取引 

  該当事項はありません。 

(b)  外国商品市場取引 

  該当事項はありません。 

(c)  店頭商品デリバティブ取引 

  13,607千円 

 

② 取引開始基準 

当社提供の店頭商品デリバティブ取引を行うには、以下の基準を満たす必要があります。 

（1）口座開設基準（1 号を除く）に規定する事項  

（2）満 20 歳以上 80 歳未満であること  

 

2 以下に規定する取引については前項に加え各号に規定する基準を満たす必要がありま

す。  

（1）ノックアウトオプション取引  

イ 証拠金取引や株式取引等のリスク性商品の取引経験があること  

ロ ノックアウトオプション取引の仕組みとリスク及び、当社のノックアウトオプシ

ョン 取引の特徴について十分に理解していること  

 

（2）株価指数 CFD 取引  
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イ 証拠金取引や株式取引等のリスク性商品の取引経験があること  

 

（3）個別株 CFD 取引  

イ 証拠金取引や株式取引等のリスク性商品の取引経験があること  

ロ 当社に対して「内部者情報」に係る申告を行っていること  

 

（4）バラエティ CFD 取引  

イ 証拠金取引や株式取引等のリスク性商品の取引経験があること  

 

（５）商品 CFD 取引  

イ 3 か月以上の FX、CFD 取引等のデリバティブ取引経験があること 

③ 顧客数(令和 7月 12月 31日) 

店頭デリバティブ取引に係る顧客数 781名 
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3．経理の状況 

① 貸借対照表 

貸借対照表 

(2025年 12月 31日現在) 

(単位: 円) 

科  目 金 額 科  目 金 額 

(資産の部)  (負債の部)  

流動資産 969,149,831 流動負債 268,082,021 

  現金及び現金同等物 573,249,668   デリバティブ取引 625,910 

  預託金 266,486,437   受入保証金 228,505,840 

  短期拘束性預金 2,000,000   未払金 1,109,537 

  親会社未収入金 120,611,510   未払費用 8,161,214 

  前払費用 4,907,126   未払法人税等 950,000 

  その他未収入金 1,895,090   預り金 7,765,201 

    株式報酬引当金 20,964,319 

固定資産 14,453,625 負債合計 268,082,021 

 有形固定資産 817,370 (純資産の部)  

  建物附属設備 49,426,700 株主資本 715,521,436 

  器具及び備品 3,210,159  資本金 95,000,000 

  減価償却累計額 △51,819,490  資本剰余金 989,915,475 

    資本準備金 332,430,913 

 投資その他資産 13,636,256   その他資本剰余金 657,484,562 

  敷金・保証金 13,636,256  利益剰余金 △369,394,040 

    繰越利益剰余金 △369,394,040 

  純資産合計 715,521,435 

 資産合計 983,603,456  負債・純資産合計 983,603,456 
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② 損益計算書 

損益計算書 

(自 2025年 1月 1日 至 2025年 12月 31日) 

(単位: 円) 

科    目 金    額 

  純営業収益  273,807,708 

  販売費及び一般管理費  278,258,642 

    営業損失  4,450,934 

  営業外収益   

    受取利息及び配当金 12,247,259 12,247,259 

  営業外費用   

    為替差損失 5,876,014 5,876,014 

  経常利益  1,920,311 

  税引前当期純利益  1,920,311 

  法人税、住民税及び事業税  950,000 

  当期純利益  970,311 

 

  



            
 

 9 

③ 株主資本等変動計算書 

株主資本等変動計算書 

(自 2025年 1月 1日 至 2025年 12月 31日) 

(単位: 円) 

 

 

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 株主 

資本 

合計 

資本 

準備金 

資本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 

繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 剰余金 

2025年 1 月１日 

残高 
95,000,000 332,430,913 657,484,562 989,915,475 

 

(370,364,351

) 

 

(370,364,351

) 

714,551,124  714,551,124 

事業年度中の 

変動額 
        

 当期純利益 - - - - 970,311 970,311 970,311 970,311 

事業年度中の 

変動額合計 

- - - - 970,311 970,311 970,311 970,311 

2025年 12月 3１日 

残高 
95,000,000 332,430,913  657,484,562 989,915,475 

(369,394,040

) 

(369,394,040

) 

715,521,435 715,521,435 
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④ 個別注記表 

 

1. 会計方針及び財務報告に係る事項 

 

当財務諸表は、利害関係者が Plus500JP証券株式会社（以下「会社」という）の財務状況及

び決算結果を理解するために作成されています。当財務諸表は、会社法に基づく日本におけ

る一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（日本基準）に準拠して作成されており、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表および附属明細表の形式ならび

に開示は、会社計算規則に準拠しています（会社計算規則第 98条第 2項第 1号を適用）。 財

務諸表に関する重要な会計方針の注記の詳細は以下のとおりです。 

 

2. 重要な会計方針 

 

2.1 資産の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引は市場価値（時価）で評価されております。 

 

2.2 固定資産の減価償却の方法 

定額法を採用しております。耐用年数は次の通りであります。 

- 建物附属設備: 3 年 

- 器具及び備品: 3 年 

 

2.3 引当金 

 

2.3.1 株式報酬引当金  

 

会社は、経営陣の承認に基づき、選定された従業員に対して「株式評価権（Share 

Appreciation Rights：SAR）」を付与しております（以下「本付与」という）。当該権利は、

各付与の権利確定日に会社に在籍している者を対象に、現金で決済されます。本権利は、

付与総額を付与日の該当株価で割ったものを表しております。 

各期間の末日時点において、本権利の公正価値は、付与日時点の総付与額に、ロンドン証

券取引所における親会社の該当株価（付与日から各期末（または権利確定日）までの株主

還元を調整したもの）を付与日の株価で割ったものを乗じ、期間に応じて按分計算して算

出されます。  
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2.4 その他の重要な事項 

 

2.4.1 資産除去債務 

会社は、賃貸借契約に基づき、会社事務所の退去時における原状回復義務を資産除去債

務として認識しております。当該債務の計算にあたっては、資産除去債務を負債として

計上する代わりに、賃貸借契約に基づいて預け入れている敷金から回収が見込めない額

を見積もり、そのうち当期の負担に属する部分を計上しております。 

 

2.4.2 消費税の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

3. 損益計算書に関する注記 

 

3.1 純営業収益 

(単位: 円) 

 純営業収益 13,607,640 

 オペレーティングマージン収益 260,200,068 

 純営業収益合計 273,807,708 

 

3.2 親会社との取引 

(単位: 円) 

 営業取引 

ヘッジ手数料 

 

259,358,892 

 サポート・サービス費用 (9,507,040) 

 オペレーティングマージン収益 260,200,068 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

普通株式総数: 368,195 株 

自己株式総数: 19 株 
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5. 預託金及び受入保証金 

(単位: 円) 

 受入保証金 228,505,840 

 デリバティブの未決済ポジション 625,910 

 顧客預り金合計 229,131,750 

 顧客分別金信託 266,486,437 

   

 

⑤ 監査に関する事項 

当社は会社法上の会計監査人設置会社ではなく、会社法上の会計監査は受けておりませ

ん。なお、2024年 12月期及び 2025年 12月期の財務諸表について、公認会計士鄭武壽

及び公認会計士田中雅勝（霞ヶ関国際会計事務所）による任意監査を受け、監査報告書

を受領しております。 

 

 

以  上 


